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社会経営ジャーナル

健康情報プラットフォーム実現への提案                      
―新ヘルスケア・サービス産業を創出する― 　                            

池末　成明 

 はじめに
 健康情報の「ビッグデータ」は、個人の健康診断、介護、医療そ
して服薬の履歴等のデータの集合で、  個人を特定できる個人情報と
個人を特定できない匿名化情報からなる（注１）。こうした健康情
報のビッグデータ  の加工・検証は画一的に思える 。一方、ビッグデ
ータを多種多様に加工・検証している 公的保険適用外のサービスが
注目されている。例えば、オムロン株式会社 のWellnessLink®は、
日本全国の個人が日々測定した体重や血圧のデータを収集し、ビッ
グデータを構築して、そのデータを加工・検証した上で、日本地図に
展開して、誰もが閲覧できるようにしている（注２）。
こうした背景を踏まえ、平成２４年８月、経済産業省の新ヘルスケ
ア・サービス産業創出懇談会は、国民が健康な生活を続ける公的保
険適用外のサービスの提供を行う新ヘルスケア産業の創出を促進
し、そのためには医療関連機関や民間サービス事業者など多様な主
体が持つビッグデータの活用と連携が必要であるという見解をとり
まとめた。同様の政策は、総務省も打ち出し、健康情報のビッグデ
ータの流通を相互に促進する健康情報活用基盤（本稿は「健康情報
プラットフォーム」と呼ぶ）の必要性を主張している。
しかし、健康情報プラットフォームの実現による新ヘルスケア・サ
ービス産業の創出の道は険しい。そこで、本稿では、第一に健康情
報の「ビッグデータ」について健康診断等のビッグデータを中心に

その現状と問題点を整理した上で、第二にこの現状と問題点を解決
する可能性があるビッグデータの革新の特徴を述べ、第三にビッグ
データの革新等が「新ヘルスケア・サービス産業の創出」にどのよ
うな貢献を行うことができるか 論じる。

１　健康情報のビッグデータの現状と問題点
１．１　健康診断のビッグデータの現状と課題の構造
ここでは、健康診断のビッグデータの現状と課題を大きく３つに整
理する。
第一に、健康診断のデータは、健診機関ごとに管理されている現状
がある。また、企業の健保組合は、健康診断を健診機関に外部委託
しているため、健康診断のデータを紙で保管していることが多い。
ゆえに、一部の健診機関や健保組合の健康診断のデータは疫学や一
部創薬の治験に活用されているものの、受診機関間のデータの連携
が行われていないため、全国ベースでの疫学的な研究は阻害されてい
るという課題がある。

 また、健康診断のデータは、健診機関をまたがって個人個人に紐
づけされていない。疫学的には同一個人の健康診断のデータを時系
列で追った研究が必須だが、受診者が受診機関を変えた場合、時系
列での特定個人の健康診断のデータのトレースは不可能となる。

 第二に、健康診断のデータは、「パーソナルデータ流通の課題」
で後述するように第三者活用や目的外利用が困難であるという現状
がある。このため多種多様なデータの可視化を阻害しているという
課題がある、例えば、ＥＢＨ推進協議会では、全国ベースおよび都
道府県別の健康診断のビッグデータのヒストグラムや散布図の中
で、自分の健康診断のデータの位置づけを、男女別、年齢別、治療
の有無などの属性別に可視化するサービスを提供し、健康改善を促
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すサービスを提唱しているが、実現できていない。健康増進活動は
継続が必要であり、健康増進活動を楽しく進めるために、健康診断
のデータを活用したゲームやクイズ、エンターテイメントの連携につ
いても検討が行われているが、こうした活動も実現できていない。
スポーツジムや心理カウンセリングを提供する民間サービス事業者
が、健診機関や健保組合と連携し、新たなサービスに利活用する試
みも一部の例外を除き、実現できていない。   
第三に、健康情報以外のビッグデータとの連携が不十分であるとい
う現状がある（注３）。環境省の『黄砂と子どもの健康調査』によ
れば、 気象情報を健康情報と組みわせて解析した結果、黄砂が健康
に悪影響を及ぼしていることがわかった。こうした研究成果をヒン
トに、さまざまな健康情報以外のデータと健康診断のデータを連携
させたサービスの検討が行われているが、実現できないという課題
がある。
以上、３つに大別された現状と課題、その実例を述べたが、これ
がすべてではない。だが、こうした現状と課題の根底にある原因は
共通のものがある。パーソナルデータ流通が阻害されているのであ
る。

 １．２　パーソナルデータ流通の課題　 
経済産業省の情報大航海プロジェクト『パーソナル情報保護・解析
基盤のご紹介』の主張を健康情報に引き寄せて要約すれば、健康情
報 は匿名化されると個人を特定できないので個人情報ではなくなり
流通可能となる（注４）。また園田逸夫（2003）の『個人情報保護
法の解説』によれば、「健診診断やがん検診等から得られた情報
を、疫学上の調査・研究のために健康保険組合等が研究者に提供す
る場合」は、個人の同意は不要である。また、園田逸夫（2003）に

よれば、個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意があるか、
または一定の条件を満せば本人の同意なく個人情報を第三者に提供
できる。しかし、健康診断のデータは、個人情報であろうが匿名化
情報であろうが、前述のように第三者への流通が阻害されており、
第三者による新しいサービスの開発を阻害している。その理由はさ
まざまあるが、ここでは、後の議論に必要な２点のみ触れることと
する。
第一に、個人情報保護に対する個人や企業の行動には、高橋晴
夫、中村徹（2013）が指摘した行動経済学でいう限定合理性の問題
がある。例えば、Kobsa(2007)によれば、サービス利用者にアンケ
ート調査でプライバシーについて質問すると、その７、８割はプラ
イバシーを重視する傾向がある。この傾向を 表面選好と呼ぼう。ま
た、Kobsa(2007)によれば、サービス利用者の実際の行動を観察す
ると、個人情報を開示してサービスを利用する傾向がある。この傾
向を顕示選好と呼ぼう。この問題は、2012年11月に開催された
Harverd Law ReviewのSposium 2012: Privacy & TechnologyでのDan-
iel J..SolovejによるPriivacy Self-Management and the Consent 
Paradoxに通じるものである。すなわち表面選好と顕示選好は個人情
報のパラドックスとなっている。
一方、企業は、パーソナルデータに関して、個人情報のパラドック
スを理解する努力も、このパラドックスを解決する努力もしてこな
かった。 例えば、筆者の周辺でのヒアリングによる結果に限定され
るが、健診機関に限らず企業の経営者や担当者は「個人情報保護を
軽視していると指摘されるようなリスクを冒すことは、ブランドを
棄損することとなる。そのような事業行動は選択するべきではな
い」 と主張する。ときには、「私が責任者である間は、パーソナル
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データを匿名化しようが、第三者に流通可能であろうが、いかなる
対応もしない」と明言する経営者や中間管理職さえも存在する。こ
れは個人情報の規制への企業の過剰反応ゆえの発言であろう（注
５）。
第二に、ＥＨＲ(Electric Health Record)は、医療機関の電子カルテ　
や健診機関等の健康診断の電子データであり、そのデータを作った
機関が管理し、著作権を持っている健康情報である。ゆえに、医療
機関や健診機関に「ＥＨＲだから流通させない」という主張を許し
てしまう。一方、ＰＨＲ（Personal Healthcare Record）は、個人が
健康機器で測定した個人の体重等の健康情報であり、データの管理
の主体は個人にある。この健康情報をシステムで収集している機関
や企業は、この健康情報を事業に生かし、その流通を望んでいる。
だが、現状では、ＥＨＲとＰＨＲを混同することが多く、ＰＨＲと
ＥＨＲを同じ土俵で議論してしまい、ＰＨＲとＥＨＲ相方の流通を
阻害しているように思える（注６）。

２　パーソナルデータとしてのビッグデータの改革の特徴
前述したように、健康情報は、個人情報のパラドックスや規制への
過剰反応、ＥＨＲとＰＨＲの混同によって流通が阻害されている。
が、こうした課題を解決するビッグデータの「改革」の提案も行わ
れている。こうしたパーソナルデータとしてのビッグデータの改革の
特徴は、大きく①パーソナルデータの在り方を根底から問い直す改
革の提案と②ビッグデータの持続的革新と破壊的革新がある。

２．１　パーソナルデータの在り方を根底から問い直す改革
　健康経済学者の西村周三（2010）は、「利用自分のデータを人に
与え、人のデータを自分がもらうことによって、お互いが、相手の

ために役に立つ。そういう行為を通して、それぞれが幸せになる。
そこには、思いもかけない発見が生まれるはずです。そういうこと
の積み重なる社会をめざしましょう」と提唱し、個人が個人の健康
情報を社会に提供し、個人がそのフィードバックを享受することを
提案している（注７）。
筆者は、西村周三（2010）の提唱に刺激され、2010年より、パー
ソナルデータとしてのビッグデータを健診機関や医療機関ごとではな
く、利用者を中心にバリューチェーンを再構成することを提言して
いる。また筆者は、個人が個人の情報を個人によって個人のために
利活用できるシステム案や1、クリエイティブコモンズで使われてい
るような単純なシンボルで自分の権利の扱いについて第三者に宣言
する仕組みを提案している（注８）。その後、この仕組みに近いモ
デルが提案されたので、ここでは３つのモデルを紹介しよう。

（１）連邦取引委員会モデル
連邦取引委員会（FTC: Federal Trade Commission）は、個人を中
核に置いた個人情報利用の個人データエコシステムを構築すること
を提案している。その詳細は、田中絵麻「米国におけるビッグデー
タ活用と個人情報保護を巡る動向」FMMC特別講演会にて紹介され
た2。このエコシステムの特徴は信託の概念を導入している点にある
（注９）。

（２）クリエイティブコモンズによるモデル
クリエイティブコモンズは、本来、著作者の著作物の権利を著作権
者がシンボルを使って主張する方法である。クリエイティブコモン
ズの根底にある思想は、インターネット世界にあるフリーウェアの
精神であり、シェアとも酷似している。国立情報学研究所の曽根原
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登教授(2013)は、クリエイティブコモンズに概念を個人情報のIDに
使うモデルを提案している。

（３）ＫＤＤＩ総研のモデル
ＫＤＤＩ総研の高橋晴夫、中村徹（2013）によれば、サービス利
用者が個人情報を自ら保有していると感じ、かつその個人情報を自
らコントロールしていると感じている場合は、個人情報であれ、匿
名化情報であれ、 開示する傾向がある。この傾向を利用して、高橋
晴夫、中村徹（2013）は、最初は個人の表面選好に個人情報のガイ
ドラインに合わせて発行し、その後個人情報のガイドラインを個人
の顕示選好にあわせて随時改訂を進め、表面選好と顕示選好のギャ
ップを埋めるシステムの開発を進めている。このモデルの特徴は、
個人情報の同意書が、個人情報を管理する主体から提供されるので
はなく、KDDIが提供するシステムから個人に提案し、個人が個人情
報の合意書を生成していくことにある（注��）。

２．２　健康情報のビッグデータの持続的革新と事例
Christensen(2001)の『イノベーションのジレンマ』によれば、革
新には持続的革新と破壊的革新がある。既存の事業会社は、持続的
革新によって顧客満足度を向上させ、市場に過剰適応する。その
後、破壊的革新が既存市場を破壊する。
健康日本２１によれば、健康管理・予防型医療型を促進による
「健康増進」を図り、生活習慣の改善を行うことを提言し、個人の
健康情報を機関間で共有する「疾病管理システム」の重要性を強調
している。Christensenのモデルによれば「疾病管理システム」は、
既存市場の延長線にあり、患者の疾病を管理する患者へのサービス
の持続的革新である。

２．２　健康情報のビッグデータの破壊的革新の特徴と事例
Christensen(2003)とともに『イノベーションへの解』を著した

Raynor(2005)は、その小冊子『１００年目の嵐』で、破壊的革新が
持続的革新に入れ替わるまでの間、破壊的革新が生き抜くゆりかご
として足場市場が必要であるとした。消費者市場の足場市場には、
Raynor(2005)がリトマス試験と呼んだ条件が必要である。

 ＜図表１：リトマス試験＞
リトマス試験 携帯電話との対比携帯電話との対比携帯電話との対比携帯電話との対比
条件 必須か 電　話 PCﾒｰﾙ カメラ ビデオ
コアな事業から外れている ○ ○ ○ ○ ○
ローコストか（初期コスト） × ○ ○ ○ ○
スキル低くてＯＫ ○ 同じ ○ ○ ○
その場所に行かなくて良い ○ ○ ○ ○ ○
既存よりも品質が悪い × ○ ○ ○ ○
主要企業すべてに影響する ○ ○ ○ ○ ○

  
 Raynor(2005)は、リトマス試験を電信通信と固定電話、固定電話
と携帯電話で検証している。例えば、固定電話は電話のある場所ま
で出向く必要があるが、携帯電話はその必要がない。注目すべき
は、破壊的革新は既存製品よりも品質が悪いことを積極的に容認し
ていることである。例えば、Raynor(2005)は、当時の電信会社の経
営者が「電話は電信より品質が悪く、おもちゃでしかない」と批判
していることを紹介している。また、電話は電信会社のコアな事業
ではなく、当初は電信が鉄道や政府または軍部等の大規模組織の長
距離の通信に主に使われていたのに対して、電話は中堅企業の短距
離に使われていた。筆者の経験では、1980年において大型コンピュ
ータのエンジニアは「ＰＣは品質が悪くおもちゃである」と発言
し、電気通信業界では携帯電話が登場した頃、携帯電話を「品質が
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悪いおもちゃ」という発言もあった。そして、固定電話も携帯電話
もＰＣも、当初は、既存の企業の主要な顧客向けのコアな製品では
なかった。
次に、このリトマス試験を使って、ヘルスケア産業の３つのサービ
スが、破壊的革新かどうか検討する。なお、検討にあたっては、前
述したＥＨＲとＰＨＲの混同についても配慮することとする。

（１）健康診断サービス
我が国では多くの国民が健康診断を受診している。健康診断業界は
治療や介護を行う機関ではないので、既存のヘルスケア産業のコア
な業界ではないため、破壊的革新の足場市場を生み出す候補となる
業界である。しかし、また健康診断市場は、健診機関に行く必要が
あるので、「その場所に行かなくて良い」という条件を満たさず、
現状のままでは、破壊的革新の足場市場とはなりえない。また、健
康診断のデータはＥＨＲであるため、流通が困難であるため足場市
場の構築は困難であろう。

（２）健康診断以外の健康のビッグデータ
 個人の体重や身長または血圧、体温などのデータをバイタルデー
タというが、こうしたバイタルデータを自分で測定し、記録するサ
ービスがある。こうしたサービスは、健康診断によるサービスでは
ないが、広く健康管理・予防医療型サービスに位置付けてもよいだ
ろう。こうした健康データに関して、破壊的革新なりうる候補に
は、オムロン株式会社のWellnessLink®、株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・ドコモのiBodymo、KDDI株式会社のau Smart Sports、株式会社
エムティーアイのルナルナなどがある。また、これらのサービスのデ
ータはＰＨＲなので、ＥＨＲよりも利活用できる可能性があり、他

の産業のサービスと連携させる可能性がある。これらのサービス
は、リトマス試験の条件を満たすだろうか。
まず、このサービスはローコストで、利用にあたってスキルも資格
も不要である。また、医療機関や健診機関はこのサービスで取得し
たデータを信頼しない。医療機関や健診機関は自らが測定したデー
タ以外は信用しないのである。つまり品質が悪いという条件も満し
ている。
ところがルナルナを除き、これらのサービスは普及していない。
「（体重計のある）その場所に行かなくて良い」というルールを満
たしていないからである。ルナルナは避妊という強いインセンティ
ブが利用者に働くため利用価値があるが、その他のサービスは、手
間を超える効用がないためスイッチングコストがまだ高いのであ
る。

（３）リストバンドが生みだすビッグデータ
ソフトバンク株式会社、ナイキジャパン、株式会社エムティーアイ
などが提供するリストバンド型デバイスを活用したサービスも、ビ
ッグデータを生み出す可能性がある。
ソフトバンク株式会社が提供しているFitbit Flexを腕に装着する
と、歩数、距離、消費カロリー、睡眠時間が計測でき、クラウド上
に健康情報が蓄積されていく。記録した健康情報は専用アプリでチ
ェックでき、眠りの状態の測定、専門家への健康相談電話や未来の
体重や顔を予測するサービスなどがある。SNSを使って目標達成状
況につきシェアする機能も備えた。これらのリストバンドのデータ
は、ＰＨＲである。ＰＨＲは、個人とサービスの提供者が流通を望
んでいる。また、ＳＮＳはこうしたサービスを継続して活用する動
機付けになることが知られている。
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Fitbit Flexは、月額料金は５２５円でローコストという基準を満た
す。またスキルも不要である。このリストバンドは２４時間装着して
いるので、その場所に行かなくて良い。「いつでもどこでも」とい
う条件を満たす。日本の医学会も健診機関も、こうした商品の品質
に懐疑的である。また、リストバンドは、血糖値や血液検査や尿検
査に対応していない。健康診断のための装置としては不十分なの
だ。「品質が悪い」という条件も満たす。
しかし、百万オーダーでの利用者が生まれれば、２４時間３６５日
連続してバイタルデータをとれるこのリングを専門家も無視できな
くなるだろう。ゆえにリストバンドは破壊的革新である。品質はい
ずれよくなり、機能も拡大し、データ処理のノウハウもたまるだろ
う。

３．ビッグデータの革新は、「新健康産業の創出」にどのような貢
献をおこなうのか
　次に、前述のビッグデータの革新が「新ヘルスケア・サービス産
業の創出」するプロセスを検討する。

３．１ビッグシフトのプロセス
デロイト(2009)は、『シフトインデックス産業展望』において、
情報通信技術による製品やサービス（注��）、ネットワークで結合
し、その結合が産業の壁を溶かして、新産業が創出するとし、この
新産業創出をビッグシフトと呼んだ。デロイトは、ビッグシフトは
３つのプロセスで進むとし、そのプロセスを波と呼んだ。第一の波
は、インフラ利用の進展である。第二の波は、データまたはナレッ
ジの利用とその相互連携である。第三の波は産業融合であり、第三
の波で新産業が創出する基盤が完成する。

また、デロイトは、第一の波と第三の波の進む速さのギャップが
大きいほど、結合したサービスや製品は破壊的革新であり、ビッグ
シフトによる破壊も大きいと予言している。その上で、第一の波と
第三の波の進む速さのギャップが最も大きい産業として、防衛宇宙
産業とヘルスケア産業をあげている。つまりヘルスケア産業は、新
ヘルスケア・サービス産業を創出する可能性が高い。

３．２　モデル
 ２０１１年より筆者は、ＥＢＨ推進協議会の構想を下敷きに、防
災科学技術研究所の東日本大震災協働情報プラットフォームALL311
のコンセプトに、デロイトのビッグシフトのモデルを挿入して、新
ヘルスケア・サービス産業を創出のプロセスを健康診断業界に提言
している（図表２：健康診断情報とビッグシフト）。東日本大震災
協働情報プラットフォームの特徴は、複数のデータベースや情報を
標準化して一元化するのではなく、点在する既存のデータベースや地
図情報を相互に連携して活用する点に特徴がある。
ここでのシナリオは、健康診断のデータの結合から順番に上の階層
に進みつ、他のサービスを取り込むというシナリオであるが、考え
られるシナリオはひとつではない。例えば、リストバンドを活用し
たビッグデータのサービスから始まるシナリオもありうる。より上
位概念のプラットフォームを構築し、健康診断やリストバンドによ
るサービスを含むさまざまなサービスを乗せて、データの集合体や
データを加工・編集して得た知見を集積していくアプローチもある
だろう。また、健康診断のデータベースについては、データベースの
連携ではなく、標準化を行うことも考えられる。
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（１）第一の波：ＤＢ連携
　第一の波は、大きく２つのプロセスがある。第一のプロセスで
は、健診機関が受診者に健診を提供し、その結果を紙の形でフィー
ドバックする。受診機関のデータベースは個別に存在しており、連携
している必要はない。このプロセスはすでに実現しているが、ビッ
グデータとしての利活用は大きく進んでいない。
　第二のプロセスでは、健診機関のデータを個人に紐付けして、個
人のデータを連携する。その紐付けは個人の意思で行う。この結
果、ＥＨＲはＰＨＲとなる。このプロセスは、一部の健診機関のコ
ミュニティで実現しているが、全国規模ではない。
また受診者は自身の健康状態を、時系列で可視化でき、また専門
官による助言を時系列で受けることができる。また、前述したよう
に、似たような生活習慣、地域や身長等の中での受診者のデータ位
置付けなどを比較して、グラフ等の視覚情報を閲覧するサービスを
提供する。このプロセスは、個別の健康診断のデータを連携し、ビ
ッグデータ化している。このプロセスは、持続的革新の状態であ
る。健康診断のデータだけでは破壊的革新は生まれない。

（２）第二の波：ＤＢ活用とＡＰＩ公開
　第二の波も、大きく２つのプロセスがある。第一のプロセスで得
たＰＨＲと前述したiBodymoやWellness LINKに相当するアプリケー
ションを開発する。第二のプロセスでは、前述したiBodymoや
Wellness LINK、ルナルナ、リストバンドのFitbit Flex等が、前のプ
ロセスまでのデータと連携して、データを視覚化する。
このためそれぞれのサービスがＡＰＩを開放し、相互に連携する
基盤、健康情報プラットフォームを実装する。このプラットフォー
ムは、さまざまなＳＮＳと連携して、利用者の健康活動の行動など

も共有する。この健康情報プラットフォームが、破壊的革新に向け
た足場市場となる。
ここでは、前述したＫＤＤＩ総研が提唱するような個人情報管理
を行い、個人情報のパラドックスを解決する。この結果、この健康
情報プラットフォームは、疫学的な研究、マーケティング、治験に健
康情報を生かすことができる。このプロセスでは、人口統計デー
タ、国民生活時間調査、病院情報、食生活データ、気象データ、道
路・鉄道交通情報の情報も共有される。このプロセスは、まだ広く
実現していないが、部分的には始まっている。

（３）第三の波：市場融合
　第三の波では、サービス結合による市場融合または産業融合のフ
ェーズである。想定されるサービスは、治験サービス、スポーツジ
ム、薬局、健康食品の通販などの連携である、健康情報プラットフ
ォームは、個人に対するリコメンデーションや商品やサービスの売
買を支援し、個人に新サービスの提供を基盤となる。以上の波は、
まだ実現していない。破壊的革新となり、産業融合による産業創出
を引き起こす可能性がある。

 おわりに
健康情報のビッグデータの課題は、パーソナルデータの流通が阻害
されているために、全国ベースでの疫学的な研究や新たなサービス
の開発、 健康情報以外のビッグデータとの連携が不十分であること
にある。その原因のひとつは、法令による制限よりも、企業が個人
情報の規制に過剰反応した結果、個人情報のパラドックスを解消す
る努力を怠ったことにある。もうひとつの原因は、健康情報の特性
にあり、ＥＨＲとＰＨＲを混同し、ＰＨＲとＥＨＲを同じ土俵で議
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論しているからである。こうした課題を解決するためには、利用者
を中心にバリューチェーンを再構成し、個人が個人の情報を個人に
よって個人のために利活用できるシステムや、クリエイティブコモン
ズで使われているような単純なシンボルで自分の権利の扱いについ
て第三者に宣言する仕組みが必要である。また、 既存のビッグ改革
は持続的改革であり、破壊的改革はリストバンドが生みだすビッグ
データの構築と、既存の持続的改革の融合である。こうしたビッグ
データの破壊的革新は、「新ヘルスケア・サービス産業の創出」し
ていくだろう。

   総務省と厚生労働省は２０１４年度から、数百万人分の健康診断
結果や日々の運動量などをまとめて統計処理し、適切な健康指導を
する基盤を構築すると発表している。本稿が、こうした活動の参考
になれば幸いである。

＜図表２：健康診断情報とビッグシフト＞

   

注
注１　 本稿では、個人情報の保護に関する法律第二条を参考に、生
存する個人に関する情報であって当該情報に含まれる氏名、生年月
日その他の記述等により特定の個人を識別することができる情報を
「狭義の個人情報」または「個人情報」、他の情報と容易に照合に
よって個人を識別できる情報を「広義の個人情報」、「個人情報」
または「プライバシー情報」と呼ぶ。また、個人と特定できる健康
情報（健康診断のデータを含む）をプライバシー情報に分類する。
また本稿では、プライバシー情報を匿名化し、または統計処理して
個人を特定できなくなった場合、この情報は個人情報でもプライバ
シー情報でもないとし、「匿名化情報」または「非個人情報」と呼
ぶ。また、狭義の個人情報、広義の個人情報、匿名化情報そして非
個人情報をまとめて「プライバシーデータ」と呼ぶ。
注２　健康情報を日本地図に展開する最初の発想は、筆者の知る限
り、特定非営利活動法人ＥＢＨ推進協議会による。 オムロンヘルス
ケア株式会社 はＥＢＨ推進協議会の会員である。
注３　２０１２年１１月２２日、ＥＢＨ推進協議会の主催する講演
で、京都大学大学院医学研究科の健康情報学を研究されている中山
健夫教授は、オランダでは脳腫瘍の全患者と健常者双方の携帯電話
の利用時間を調査した研究で、脳腫瘍と携帯電話の利用時間の間に
相関はなかったという研究事例を紹介した。また、中山教授は、こ
のような医療関係のビッグデータと医療関係以外のビッグデータの
連携させた研究を日本で行うことは不可能な状況にある現状を語っ
た。http://ebh.or.jp/menu/ryori_30.html
注４　匿名化技術のひとつにk-匿名性があるが、健康情報は匿名化
されても広く流通していない。その阻害要因となっている法令やガイ
ドライン等は存在するが、本項では、この問題には触れず、別の視
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点から論じている。
注５　企業のプライバシーデータに関する過剰反応の原因は、立
法、行政、有識者、コンサルタントそしてマスメディアにもある。プ
ライバシーデータの流通を阻害した責任は、企業だけでなく、すべ
ての関係者が等しく負っている。
注６　第三の課題として、EHRとPHRの連携の利害関係の衝突があ
る。
注７　http://ebh.or.jp/menu/karada_map.html
注８　筆者はこれをPersonal data of the people by the people, for the 
peopleと呼んでいる。
注９ 筆者は、自動車会社に対しても同様の提案を行っている。
注10　http://zoom.it/q2IY#full
注11　 我が国では、医療情報に関する信託法の利用については、寺
本振透（2011）『医療情報管理への信託法的発想の導入』がある。
注12　KDDI総研は、KDDI総研自身が個人情報の金庫番となるので
はなく、個人情報はそれぞれのシステムに委ね、KDDIのシステムは
個人情報の管理を個人が決定できる点に機能を限定していることが
特徴である。このモデルは、グーグルのようなパーソナルデータを扱
う企業と競争しないための選択である。
注13　原文ではコンバージェンスすなわち融合である。結合はシュ
ンペンターの新結合を意識して使った。改革は結合または融合から
生まれる。ビッグデータの改革も結合が必要だ。
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